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える。 

 コンサルタントは上記の業務を遂行するに当たり本プロジェクトの規模から判断し、全工

程を通して技術者1名をサモア国に派遣するのが妥当である。この他、工事の進捗に応じ、適

宜、技術者を現場に派遣し、必要な検査・指導・調整にあたらせると共に、日本国内側にも

担当技術者を配置し、現地との連絡業務、及びバックアップにあたる体制を確立する。また、

日本国政府関係者に対し、本計画の進捗状況・支払手続・竣工引き渡し等に関する必要諸事

項の報告を行う。 

3-2-4-5 品質管理計画 

本計画での建設工事にかかる施工監理にあたっては、建設工事の所定の品質水準を確保す

るため、原則として下記のようなサモア国、または日本の規格・規準に基づいて施工監理を

実施する。 

表3-30 品質管理規準等 

主な品質管理基準 
工事 

項目 目標値 検査方法 
備考 

土工事 法面角度 

床精度 

地業高さ 

捨ｺﾝｸﾘｰﾄ高さ 

計画値以内 

+0～-5cm 以内 

+0～-3cm 以内 

±1cm 以内 

ｽﾗﾝﾄｹﾞｰｼﾞ、目視 

ﾚﾍﾞﾙ、目視 

同上 

同上 

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは施工者に検査項目、

目標値、検査内容、試験方法、

養生方法、施工方法等を記し

た施工要領書を事前に作成さ

せて確認する。 

鉄筋工事 鉄筋かぶり厚 土に接しない部分 30m/m 目視、測定 同上 

  土に接する部分 

 基礎 60m/m 

 その他 40m/m 

  

 加工精度 あばら筋・帯筋(許容量) 

        ±5m/m 

 その他    ±10m/m

  

 引張り試験 各径の鉄筋20tに1回供試体

2本(現場抜き取り) 

工場での試験立合い  

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 

(生ｺﾝｸﾘｰﾄ) 

圧縮強度 設計強度 210kg/cm2以上 

  

1 回の打設毎、かつ 150m3毎に

供試体3個×3種(試験場立合

い) 

同上 

 ｽﾗﾝﾌﾟ値  15cm±2.5cm 1 回の打設毎、かつ 150m3毎に

実施(現場立合い) 

 

 塩化物量  0.3kg/m3以下 同上  

組積工事 圧縮強度 

その他の材料 

(ｾﾒﾝﾄ、鉄筋) 

 40～70kg/cm2 ﾒｰｶｰでの試験立合い 

目視 

同上 

左官工事 

塗装工事 

屋根防水工事 

建具工事 

材料・保管方法・施

工法・調合・塗り

厚・養生・精度 

  同上 

給排水工事 給水管 

排水管 

加圧ﾃｽﾄ 

満水ﾃｽﾄ 

立合い確認 

 

同上 

電気工事 電線 絶縁ﾃｽﾄ 

通電ﾃｽﾄ 

同上 同上 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 資機材調達の方針 

本プロジェクトで使用される資機材の調達に関しては以下を方針とする。 

1. 現地調達 

 施設完成後にサモア国側が施設の補修、管理を容易に行えるよう考慮し、使用する資

機材は国内調達を原則とするが、サモア国おいて調達可能な資機材はセメント、骨材、

コンクリートブロック等ごく一部に限られている。また、機材のうち、現地代理店によ

る保守サービスが必要なものについては、現地で調達可能な輸入品を使用する。 

2. 輸入調達 

 現地で調達不可能なもの、あるいは調達できるが高価と判断される資機材は、日本ま

たは第3国(ニュージーランド等)からの調達とする。 

(2) 資機材の調達計画 

建設工事、及び機材工事のそれぞれに使用する主な資機材の調達先を以下のとおり計画す

る。 

1． 建設資機材の調達計画 

 

表3-31 建設資機材調達計画 

調達先 
工事区分 資機材 

現地 日本 第3国 
備考 

建築工事 ｾﾒﾝﾄ ○  ○ 現地製が入手可。 

 砂 ○   同上 

 砂利 ○   同上 

 鉄筋  ○  品質的に信頼でき安価である。 

 鉄骨  ○  同上 

 型枠 ○   現地製が入手可 

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ○   同上 

 防水材   ○ 価格面で第3国調達が有利。 

 ﾃﾗｿﾞｰ･ﾀｲﾙ   ○ 同上 

 磁器ﾀｲﾙ   ○ 同上 

 ｶﾞﾗｽ   ○ 同上 

 木材 ○  ○ 同上 

 ｱﾙﾐｻｯｼ   ○ 同上 

 鋼製建具  ○  品質的に信頼でき安価である。 
 建具金物   ○ 価格面で第3国調達が有利。 

 塗料 ○  ○ 同上 

設備工事 ﾎﾟﾝﾌﾟ   ○ 品質的に信頼でき安価である。 

 ﾌｧﾝ  ○ ○ 同上 

 衛生器具   ○ 同上 

 塩化ﾋﾞﾆﾙ管  ○  同上 
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調達先 
工事区分 資機材 

現地 日本 第3国 
備考 

 白ｶﾞｽ管  ○  同上 

 水槽 ○ ○  同上 

 消火栓 ○  ○ 価格面で第3国調達が有利 

電気工事 受電盤･配電盤  ○  品質的に信頼できる。 

 照明器具   ○ 価格面で第3国調達が有利 

 電線管(PVC管)   ○ 同上 

 

2. 機材の調達計画 

表3-32 機材調達計画 

調達先 

機 材 

現地 日本 第三国

備 考 

商業・教養学科/共用部門 

研修机・椅子   ○ 価格面で第 3国調達が有利。 

ドラフター付製図台  ○  信頼性の点で日本調達が有利である。 

ガスオーブン ○  ○ 現地で入手可 

液晶プロジェクター・スクリーン  ○  信頼性の点で日本調達が有利である。 

ビデオカセットレコーダー  ○  同上 

モニターＴＶセット  ○  同上 

ビデオカセットレコーダー／プレーヤー  ○  信頼性の点で日本調達が有利である。 

機材用テーブル   ○ 価格面で第 3国調達が有利。 

収納キャビネット・ラック   ○ 同上 

ビデオカメラ  ○  信頼性の点で日本調達が有利である。 

ポータブルテープレコーダー  ○  同上 

研修用パーソナルコンピューター   ○ 価格面で第 3国調達が有利。 

カラープリンター   ○ 同上 

コンピューターテーブル   ○ 同上 

コンピューターサーバー   ○ 同上 

コピー機   ○ 同上 

技術学科     

ブレーキ・スピードメーターテスター  ○  信頼性の点で日本調達が有利である。 

前輪駆動小型自動車前部  ○  同上 

複合（エアー/油圧）ブレーキシステム・

モデル 
 ○  同上 

分離型・ベンチエンジン  ○  同上 

フレーム修正機  ○  同上 

半自動溶接機（ＭＩＧ－ＭＡＧ）  ○  同上 

自動送りかんな  ○  同上 

木工旋盤  ○  同上 

電動コンクリートカッター  ○  同上 

電気・電子回路教習機材  ○  同上 

水冷式コンデンサー・冷凍機一式  ○  同上 

機械旋盤  ○  同上 

万能フライス盤  ○  同上 

プラズマ切断機  ○  同上 

直流電気溶接機  ○  同上 

交流電気溶接機  ○  同上 

高速切断機  ○  同上 

デジタルオシロスコープ  ○  同上 

小型四輪トラクター/トレーラー  ○  同上 
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3-2-4-7 ソフトコンポーネント計画 

(1) 必要性と課題 

本プロジェクトによりSPの施設および機材が充実し、効果的な教育・訓練が可能となるが、

一方で、施設・機材の充実に伴う維持管理能力の向上が不可欠となる。 

 本プロジェクトの機材計画では、必要以上のスペアパーツおよび消耗品は含まず、カリキ

ュラム実施に必要な最小数量としたなど、SPの自主性とアカウタビリティを向上させること

を意図した計画となっている。そのため、スペアパーツ・消耗品の調達および保守管理が計

画的に実施されなければ予定されたカリキュラムの質を保つことは困難である。 

 SPにおける機材の維持管理の現状は、既存機材およびスペアパーツの資産管理台帳は存在

するものの記帳が恒常的に行われておらず、同台帳では購入日が不明である、ワークショッ

プ内の機材・スペアパーツの実数量とに異差がある、保守にかかる記載事項が皆無など、記

録帳簿としての信頼性は低く、SPの機材に対する在庫管理・調達計画にかかる意識は低いと

判断される。 

 このような現状を改善し、機材管理体制が確立され、運営されることにより、本プロジェ

クトの目的を達成させるため、教育・訓練機材の維持管理に関わるソフトコンポーネントの

実施を導入するものとする。 

以下に保守管理ソフトコンポーネントのフローを示す。 

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝの策定 

→ 
管理体制 

(Management) 
の確立 

→ 
各担当の

TOR 
決定 

→
ﾁｪｯｸｼｽﾃﾑ
/実施 

→
危機管理 
ｼｽﾃﾑ 
の確立 

→ 評価 

(ガイドライン)  (組織図)  (業務分掌表/任命状) (ﾏﾆｭｱﾙ/点検報告) (ﾏﾆｭｱﾙ等)   (評価結果) 

図3-3 保守管理ソフトコンポーネントのフロー 

 なお、評価に達するには1年以上必要なため本ソフトコンポーネント計画は「危機管理シ

ステムの確立」までを対象とする。 

(2) 目的 

 本プロジェクトの成果の持続性とSPの自主性を確保するために、ソフトコンポーネントと

して、計画対象施設・機材に対する運営維持管理能力のうち特に機材の維持管理技術移転に

ついての指導を、現地に専門家を派遣することにより実施する。 
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 機材維持管理体制を整備・維持するためには、指導員レベルから学校レベルに至る意識の

改善が必要である。そのため、課題分析から計画立案に至る過程において関係職員による参

加型プロセスが必要となる。 

 上記参加型プロセスから、人的体制を確立させ、機材維持管理システムが運営されること

を目的とする。 

(3) 成果（直接的効果） 

 本ソフトコンポーネント計画を実施することにより以下の成果が期待される。 

• 管理組織が確立する。 

• 保守管理の業務が明確になる。 

• 保守管理マニュアルが整備される。 

• 危機管理体制が確立される。 

• トラブルシューティング方法が明確になり、機材の不具合の早期発見が可能とな

る。 

• 維持管理台帳が作成・整備される。 

 

(4) 実施形態： マネージメント支援型 

 機材の故障を最小限とするため、管理マニュアルを作成し、維持管理体制整備に係る指導

を行う。 

(5) 活動(投入計画) 

1) 技術者の派遣： 

施設・訓練機材の計画/設計、施工に係わる実務経験を有する技術者を

下記期間派遣する。 

 日本国内・・・・2名 各0.10ヶ月（延べ0.20ヶ月） 

 現地  ・・・・2名 各1.33ヶ月（延べ2.66ヶ月） 

2) 実施方法：  

日本国内・・・・事前準備作業（3日×2人） 

現地  ・・・・維持管理組織の確立、業務内容の明確化、チェック 

        方法の確立、危機管理体制の確立、管理マニュアル 

        の作成（40日×2人） 

  なお、現地作業の詳細は以下の要領で技術指導および書類作成を行う。 
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① 事前準備として、国内にて機材維持管理のための書式案を作成する。作成書式と

しては、機材在庫表、出入庫管理表、機材修理依頼書、機材購入依頼書、年間消

耗品調達依頼書等である。 

② SP側に機材維持管理担当者（各学科ごと）を任命してもらい、その担当者と協議

しながら機材維持管理システムの構築を行う。 

③ 構築されたシステムにて実施訓練を行う。 

④ SP側と問題点等を協議しながら、修正を加え実行可能な維持管理システムを構築

する。 

工程としては、国内事前準備に続き現地作業として参加型手法導入、問題分析、計画立案、

実施体制および規約の作成、フォーマットの作成、既存ならびに新規機材データの落し込み、

実施訓練及び初期評価の順に行われ、この間約1.50ヶ月を要する。 

 実施時期は第1期工事が完了し、教育・訓練機材がSP側に引き渡された直後から現地作業を

開始することが望ましい。 

 国内及び現地における作業及び所要期間(実働)を下表に示す。 

表3-33 各作業の所要期間(実働) 

項目 所用期間 

1．国内作業  

国内事前準備 3日 

2．現地作業  

参加型手法導入 2日 

問題分析 3日 

計画立案 3日 

実施体制及び規約の作成 3日 

フォーマットの作成 3日 

既存並びに新規機材データの落し込み 2日 

実施訓練 10日 

初期評価 1日 

  

合  計 30日 
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3-2-4-8 実施工程 

本計画の実施に関し、日本、サモア両国間で交換公文が締結後、サモア国と日本のコンサ

ルタントとの間で実施設計・入札補助・工事監理に関する契約が締結された場合、以下の各

段階を経て施設の建設、機材の調達が実施される。 

(1) 実施設計業務 

 コンサルタントは、サモア国政府とコンサルタント契約を締結後、基本設計調査報告

書に基づき、詳細設計図、仕様書、入札関係書類等の作成を行う。この間、サモア国関

係者と協議の上、各設計図書の承認を得るものとする。この間約4.0ヶ月を要する。 

(2) 入札業務 

 建設工事及び機材工事の請負業者は入札により決定される。入札は、入札公示、入札

参加者の事前資格審査、入札、入札内容査定、請負業者の指名、工事契約、工事契約の

認証の順に行われ、この間約3.0ヶ月を要する。 

(3) 建設工事及び機材工事 

 本計画の施設内容、規模、及び現地建設事情から判断し、建設資材の調達、通関が順

調に行われるとすれば、本施設の建設に係わる工期は、機材工事を含め24ヶ月と想定さ

れるため、2期に分割し期分けにて実施することが妥当と思われる。 

(4) ソフトコンポーネント 

本計画1期の施設建設工事及び機材調達・据付工事の完了後、教育・訓練機材の維持管理

に係わるソフトコンポーネントを実施する。国内準備作業及び現地技術指導を含め、こ

の間約1.5ヶ月を要する。 

以上を勘案し、交換公文の締結から工事竣工に至る計画の実施工程は以下に示すとおりで

ある。 
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 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

                

                

                

実施設計 

及び 

入札業務 

                

準備工事 

                

基礎工事                 

躯体工事                 

仕上げ工事                 

設備工事                 

外構工事                 

機材工事                 

第

１

期 

                 

準備工事 

                

基礎工事                 

躯体工事                 

仕上げ工事                 

設備工事                 

外構工事                 

機材工事                 

第 

２ 

期 

                 

国内事前準備                 

現地作業 

               

 

(計1.50ヶ月)             

                 

ソ
フ

ト
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

                 

図 3-4 工事工程表 

 

(計７ヶ月) 

入札業務 

工事契約 

工事契約認証 

(計 12 ヶ月) 

(計 12 ヶ月) 

実施設計 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクト実施に当たり、サモア国側の計画実施機関は以下に記載する負担工事を、

定められた期限内に完了する必要がある。 

① 建設開始前の施設建設許可の取得 

実施機関より担当省庁に施設建設の申請を行い、建設許可を取得する必要がある。 

② 施設建設予定地に存在する樹木、廃棄物等建設に障害となるものの撤去及び整地工事。 

③ 門扉、塀、等の建設及び造園その他必要となる外港工事の実施。 

施設計画に整合した敷地境界塀、門扉、及び必要に応じて門衛所の建設、敷地内の造

園を行う必要がある。 

④ 電気、電話、上水、雨水排水等のインフラ幹線設備の所定区分までの工事の実施。 

⑤ 工事期間中の仮設事務所、作業所、資材置場等の敷地提供、工事期間中の建設予定地へ

の工事仮設電力、水道、電話の接続 

⑥ 供与施設・機材の適切な運営維持管理 

本計画により建設された施設および調達された機材が適正かつ効果的に活用かつ維持

され、並びにそのために必要な要員を確保する。また、日本側負担以外で計画の実施の

ために必要な維持・管理費全ての経費を負担すること。 

⑦ 銀行間取極めによる支払い授権手数料等、手数料の支払い。 

⑧ 輸入資材の港における陸揚げ、通関等に係わる経費の負担と速やかに実施されることの

確保 

⑨ 認証された契約に基づき調達される生産物及び役務のうち日本国民に課せられる関税、

VAGST等の内国税をはじめとする財政課徴金の支払い免除。 

⑩ 認証された契約に基づいて供与される日本国民の役務について、その作業の遂行のため

の入国及び滞在に必要な便宜供与。 

⑪ 計画実施に必要な許可、免許、その他の必要措置の取得 

⑫ その他日本国側負担範囲以外に必要となる全ての支出の負担 



 85

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営計画 

① 人員配置 

SP と NUS の合併後の人員配置組織図を下記に示す。 

       学長 (1)     

             

             

副学長(技術訓練) 

(1) 
 

副学長(高等教育) 

(1) 

事務局長  

(1) 
 

サモア史料館

(3) 

             
  
 技術学部長 (1)   芸術学部長 (1) 総務部長 (1)   

  
  学科長 (9)    学科長 (4) 副部長 (1)   

  
  講師        (20) ＋3*    教授 (9) 国際部長 (1)   

 
       講師 (4) 広報部長 (1)   
 
 商業･一般教養学部長 (1)     人事課長 (3)   

  
  学科長 (8)   商業学部長 (1) 学生課 (2)   

  
  講師        (15) ＋1*    学科長 (1) 教務課 (2)   

 
       教授 (2) 秘書 (13)   
  
 海洋訓練学部長 (1)    講師 (2) 受付 (2)   

  
  学科長 (2)    非常勤 (1) 電話交換 (2)   

  
  講師 (4)     運転手 (2)   

 
      教育学部長 (1)     

 
       学科長 (5) 経理部長 (1)   

 
       教授 (7) 副部長 (2)   

 
       講師 (17) 経理課長 (2)   

 
       非常勤 (2) 会計課 (5)   

 
        購買課 (2)   

 
      科学学部長 (1) 管財課 (1)   

 
       学科長 (3)     

 
       教授 (17) 学生相談ｶｳﾝｾﾗｰ (2)   

 
       講師 (4)     

            
 

      看護学部長 (1) 施設管理部長 (1)   
 

       学科長 (1) 施設課 (11)   
 

       教授 (3)     
 

       講師 (4) IICT 部長 (1)   

        受付/秘書 (1)   

        ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ部 (4)   

         技術ｻｰﾋﾞｽ部 (5)   

         ﾕｰｻﾞｰｻｰﾋﾞｽ部 (3)   

         研修部 (2)   

         ﾏﾙﾁ･ﾒﾃﾞｨｱ (5)   

             

         図書館長 (1)   

         副館長 (1)   

         館員 (8)   

図 3-5 SP、NUS 合併後の組織図 

＊Diploma コース増設に伴う指導員の増員予定数 
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NUS との合併後の学校運営に必要な SP 側の人員配置は以下のとおりでる。 

表3-34 SP の人員配置 

職種  職員数 部門別総数 

学長  1 1 

副学長/教育局長  1 1 

秘書局（学長秘書）  1 1 

総務局 総務局長 1  

 経理課長 1  

 同課員 5  

 管理課長 1 30 

 同課員 12  

 総務課長 1  

 同課員 9  

教育局 学部長 1  

  技術学部 ラジオ・電子科 3  

 空調・冷蔵科 3  

 木工・建具科 3＋(1)  

 仕上げ・機械加工科 3 30＋(3) 

 配管・板金科 4  

 熱帯園芸科 3  

 溶接・組立て科 3  

 電気科 3＋(1)  

 自動車技術科 4＋(1)  

教育局 学部長 1  

  商業・一般教養学部 商業・観光科 3  

 外国語（英語）科 3  

 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ科 5 24＋(1) 

 数学・製図科 3  

 秘書科 3  

 接遇・観光科 4  

 ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾞﾑ科 2＋(1)  

教育局 学部長 1  

  海員養成学部 航海科 3 7 

 水産科 1  

 船舶機関科 2  

図書その他  5 5 

合計  99＋(4) 
＊ 職種名称は現在の SPにおけるものである。 

＊ ( )内は Diploma コース設置予定による指導員の増員予定を示す。 

現状の両組織の人員が、そのまま合併後の SP の学校運営にあたるため、施設拡充後も

運営上の支障は無い。 

② 予算計画 

運営予算は既に開校以来の予算実績があり、今後共予算上の問題は無い。合併後の年

間予算は SP と NUS の予算の合算となる。以下に 1999 年～2003 年の 5 年間における SP
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及び NUS の予算実績を示す。 

表3-35 SP 及び NUS の年間予算 

項目 1999 2000 2001 2002 2003 

政府支出 2,600,000 2,600,000 2,550,000 2,550,000 2,650,000

学費等 300,035 330,451 344,545 372,360 402,340SP 予算 

合計 2,900,035 2,930,451 2,894,545 2,922,360 3,052,340

SP 支出 2,900,035 2,930,451 2,904,545 2,922,360 3,052,340

NUS 予算/支出 6,058,977 6,150,328 5,800,462 5,999,878 6,271,041

SP＋NUS 支出 8,959,012 9,080,779 8,705,007 8,922,238 9,323,381

 

(2) 維持管理計画 

施設関連の維持管理に関しては、SP、NUS とも十分な実績があり技術面での問題はない。

SP および NUS営繕部では施設関連の維持管理を、清掃のように日常的に実施する内容のもの

から、週次・月次・年次別に対象となる項目を分類し、定期的な施設の維持管理を実施して

いる。本計画施設竣工時には SP と NUS の合併が予定されており、SP と NUS が相互協力する

ことにより、合併後の施設全体に渡る維持管理計画の立案・実施が可能である。 

機材維持管理については、専門的な訓練機材が大多数であることから、各科毎に維持管理する

ことが望ましい。機材の仕様、製造･販売会社名、住所等連絡に必要な情報が記された 1品１葉の

機材台帳を作成し機材に関する技術情報の入手、スペアパーツの手配が容易にできるようにする。

定期的なメンテナンスを必要とする機材に関しては各機材ごとに、点検項目、方法、時期等を記

したチェックリストを作成し定期的に点検調整を実施することが望ましい。これらは、本プロジ

ェクトの協力対象事業に含まれるソフトコンポーネントにより、維持管理計画に関する専門家の

派遣が予定されていることからその中で確立していくものとする。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、約 16.61 億円となり、先に述

べた日本とサモア国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（３）による積算条件に

よれば、次のとおりと見積もられる。 

(1) 日本側負担経費 

概算事業費 約 1,629百万円 

(建築延べ床面積、既存改修含む：約 7,600㎡) 

表3-36 日本側負担経費 

項  目 概 算 事 業 費（百万円） 

事務管理棟（A 棟） 158

技術訓練棟（B～E 棟） 479

商業一般教養棟（F～H棟） 225

外構工事 289

 

 

施 設 

既存改修 80 1,231

機   材 226

 

 

 

 

 

1,457 

実施設計・施工監理・技術指導 172 

合   計 1,629 

＊概算事業費は即交換公文の供与限度額を示すものではない。 

(2) サモア国負担経費 

1. 敷地整地工事（伐採他含む） 155,000ST$ (約 620万円)  

2. 外構・植栽工事 (約 12,000m２) 528,000ST$ (約 2,112万円)  

3. 家具備品購入費 (ｶｰﾃﾝ､家具等) 65,000ST$ (約 260万円) 

4. 電力引込費・電話引込費・ 

水道引込費・雨水排水接続費   52,000ST$ (約 210万円) 

(各種工事用仮設引き込み含む) 

 合  計 800,000ST$（約 3,200万円） 

 

Win018
の
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(3) 積算条件 

1. 積算時点  ： 平成 15 年 12月 

2. 為替交換レート ： １ST$ ＝ 39.84円 ＝ 0.3431US$ 

3. 施工期間  ： 詳細設計・機材調達・建設工事の期間は工程 

    表に示したとおり。 

4. その他  ： 本計画は、日本政府の無償資金協力の制度に 

       従い、実施されるものとする。 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1) 建物、機材の運営・維持管理費 

新設施設の維持管理費にかかる年間運営費の試算を以下に示す。 

表3-37 新設施設の運営費 

項目 
運営費 

(単位ﾀﾗ) 
算定根拠･備考 

電気料金 230,400 

 

電気容量 :500kw 

電灯･ｺﾝｾﾝﾄ 8000m2×20w/㎡=160kw 

空調 8000 ㎡×0.2×180w/㎡÷2.7(COP)=107kw 

その他動力等 8000 ㎡×4w/㎡=32kw 

機材              200kw 

合計    499kw ≒ 500kw 

消費電力:384,000kwh/年 

月間使用日数 20日/月､日使用時間 8時間/日､日需用率 0.3 

電力料金 0.6ST$/kwh 

500kw×8 時間/日×20日/月×12 月/年×0.4=384,000kwh/年 

電力料金: 

電力料金 0.6ST$/kwh 

384,000kwh/年×0.6ST$/kwh = 230,400 ST$/年 

自家用発電機燃料費 17,160 容量 150kVA 発電機の燃料消費量は  50lit/h 

運転時間を 1 日 1時間と仮定､軽油 1lit=1.43ST$ 

1時間/日×20日/月×12 月/年×50lit/h=12,000lit/年 

12,000lit/年×1.43ST$/lit=17,160ST$/年 

電話料金 54,000 現状の電話料金の 1.5 倍と想定  

36,000ST$/年×1.5=54,000ST$/年 

水道料金 39,000 現状の水道料金の 1.5 倍と想定  

26,000ST$/年×1.5=39,000ST$/年 

燃料ｶﾞｽ料金 45,000 現状の燃料ｶﾞｽ料金の 1.5 倍と想定  

30,000ST$/年×1.5=45,000ST$/年 

工業用ｶﾞｽ料金 51,000 現状の工業用ｶﾞｽ料金の 1.5 倍と想定  

34,000ST$/年×1.5=51,000ST$/年 

施設維持管理費 130,000 NUS 年間維持管理費≒130,000ST$/年と同等と考える 

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ維持管理 4,800 400ST$/月 

機材維持管理費 75,000 機材費の 1%程度 

合計 646,360  
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この年間施設管理運営費（約 650,000ST$）は、既存 SP 施設管理運営費（約 320,000ST$）

の約 2倍と予測される。一方、NUS における昨年（2002年７月～2003 年 6 月）の施設維持管

理費は、光熱費類（電気・水道・電話・ガス等）で約 660,000ST$、建物・清掃・設備メンテ

ナンス等で約 130,000ST$の合計 790,000ST$となっている。 

 以上より、合併後の SP 並びに NUS の施設管理運営費は約 1,440,000ST$と予測されるが、

SP における増加分の金額約 330,000ST$（650,000ST$－320,000ST$）は、2003 年度の SP と NUS

合計支出（9,323,381ST$）の約 3.5％であり充分に対応できる金額の範囲と判断される。 

 又、この予算の増加については、基本設計概要説明調査時においてサモア側より対応可能

である旨の確認を得ており、ミニッツにてこの旨が了承された。 

• 機材耐用年に伴う更新費 

本計画にて供与を予定している機材の日本における耐用年数を基に 5 年、10 年および 20

年の 3段階に分けると、その金額内訳はおおよそ次表のとおりになる。サモア側はこれら

機材の耐用年数に基づいた更新費予算の手当てをする必要がある。なお、本数値はあくま

でも日本の標準値にて算定したものであり、サモアにおいてはそれぞれの機材の使用方法、

維持管理方法によって各年度の更新費用の軽減は十分可能であると思われる。 

表3-38 機材耐用年数に伴う更新費 

耐用年数 金額 

5 年目の更新経費 222,000ST$ 

10 年目の更新経費 2,400,000ST$ 

20 年目の更新経費 1,900,000ST$ 

 

 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

本プロジェクトは、既存施設の改修及び既存機材の新施設への移設工事が含まれており、

それらの工事実施に当たっては現行の授業、活動を妨げずに実施することが必要であり、工

事工程計画においてサモア側との十分なすり合わせを行う等の留意が必要である。 



 

 

 

 

 

 

 

第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第 4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本プロジェクトが実施され、サモア国側により適切な管理運営がなされた場合、以下に示

すような効果が得られる。 

(6) 直接効果 

• SP における老朽化した訓練施設および機材が整備され、訓練環境が改善される。 

• 産業界のニーズに即した訓練カリキュラムの実施が可能となる。 

• 民間産業および政府機関における専門職、技術職の人的資源が育成されることが可能

となる。 

• 訓練修了有資格者が毎年約 400人輩出されることが可能となる。 

• バリアフリー設備が整備されることにより、障害者の職業訓練への参加をはじめ、広

く障害者の利用に対応した環境を提供できる。 

(7) 間接効果 

• SP における職業訓練教育が質的・量的に改善されることにより、産業界が振興され

る。 
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4-2 課題、提言 

本プロジェクトによって整備される訓練施設および機材が継続的かつ有効に利用され、将

来にわたり適切に維持管理されるために、サモア側が講ずべき事項として次のものが考えら

れる。 

(1) 維持管理体制の確立 

施設関連の維持管理に関しては、NUS、SP とも十分な実績があり技術面での問題はない。

定期的な維持管理を必要とするものに対しては、項目ごとに点検項目、方法、時期などを記

したチェックリストを作成の上点検整備を実施することが望ましい。 

 一方、機材関連の維持管理に関しては、現在そのシステムは確立されておらず機材に対す

る在庫管理・調達計画にかかる意識は低い。本協力対象事業はソフトコンポーネントによる

機材の維持管理システム確立の技術指導を含んでおり、現地に専門家を派遣する予定である。 

 しかしながら、機材の維持管理体制を整備・維持するためには指導員レベルから学校レベ

ルに至る意識の改善が必要であり、課題分析から計画立案に至る過程においての関係職員に

よる参加・協力が不可欠である。 

また、年間維持管理費は勿論のこと訓練機材のそれぞれ耐用年数に伴う更新費を確実に予

算化し確保する必要がある。 

(2) 技術協力援助 

コンピュータ科、ラジオ・電子科、自動車技術科など技術進歩が著しい分野においては、

訓練内容の充実を図る面からも指導員のレベル向上のため、定期的に専門家派遣、シニアボ

ランティア派遣などの技術協力援助を確保することが有効である。 
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4-3 プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトは以下の事由により、本協力対象事業を我が国の無償資金協力により実施

する妥当性は高いと判断される。 

① 本プロジェクトの裨益効果は間接的に国家開発計画目標の達成に寄与する。その裨益対

象は、約 17万人の全国民である。 

② 技術人材の育成をとおして、産業界に不足している十分訓練された有資格者を定期的に

送り出すことが可能である。 

③ 本プロジェクトは施設の改修、新設および機材の整備を通して SP を強化・拡充するもの

であり、べーシックヒューマンニーズ、教育および人造りといった我が国の無償資金協

力の目的に合致する。 

④ 本プロジェクトで計画された施設・機材は、運営・維持管理に専門性の高い技術や過大

な費用を必要とするものを含まないため、サモア国の実施機関による運営が十分可能で

ある。 

⑤ プロジェクト実施に伴う環境に対する負の影響がない。 

 

4-4 結論 

本プロジェクトは多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広くサモア国の民

間産業および官界機関の人材育成に寄与するものであることから、協力事業の一部に対して、

我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運

営・維持管理費についても、相手国側体制は人員・資金ともに問題ないと考えられ、前述の

課題・提言で指摘した事項が実行されれば、本プロジェクトはより健全かつ継続的に実施し

うると判断される。 

Win018
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